
施策評価表　（平成２９年度実施事業対象）　　 （作成日：平成３０年　７月１１日）

主担当課

人口1,000人当たり第二次産業事
業所数（事業所・企業統計調査） 5.7か所

4.55

1,007,7371,021,566 964,5961,025,391

4.65 4.45

0 0

決算 当初予算

938,147995,028 981,869

0 0

決算

22,718 22,500

26,538

これまでの成果

6.5か所

備考欄
 ３０年度

185.4百万円 200百万円 229.9百万円 200百万円

２８年度

実績 目標 実績 目標

市民市内就業者数（国勢調査）

正
職
員

従事者数
（単位：人）

人件費（c） 25,111 25,868

３．施策の現状分析（第３次総合計画の現状と課題をもとに記入する）

長引く景気低迷から少しずつではあるが景気回復の兆しがあ
るもののまだまだ中小企業を取り巻く経営環境は厳しい状況
にある。また本市の場合、幹線道路の整備によって交通の利
便性が向上し、大型小売店舗やロ－ドサイド店舗の出店が進
み、市内小売業者の経営が厳しくなってきている。

・中小企業者の運転資金、設備資金など、融資が受けやすい
公的融資制度の支援
・商工業の活性化や中心市街地等、賑わいを創出する事業へ
の支援
・就労を支援する相談、求人・雇用・就労に関する情報の提供

社会環境や国・県の動向など、
施策を取り巻く環境について

当初予算

0 0

22,718

この施策の概況

この施策に対する市民ニーズなど、
具体的な事項について

施策指標①
（成果指標）

名称及び単位等

商店当たり年間商品販売額（年間
商品販売額／商店数）（商業統計
調査）

31.2か所

5.3か所6.5か所
施策指標②
（成果指標）

施策指標③
（成果指標）

２．施策の基本方針（第３次総合計画の基本方針をもとに記入する）

目指す都市像
（政策）

番号 6

主担当部 魅力創造部

名称

施策 番号 3 名称

関係部

山﨑　貴浩

「小規模企業振興基本法」の基本方針に基づき、橿原商工会議所や金融機関等と連携し小規模企業の振興と地域経済の活性化を図ってい
る、低金利の融資制度や創業（起業）者への支援を実施。また中心市街地に賑わいを取り戻すことによって、近隣消費者の利便性を高め、市
内商工業の振興・地域の活性化に繋げている。また就労については関係機関と連携し、企業説明会等を開催し求人・雇用等に関する情報を
提供し、就労を支援している。

商工業の活性化

産業振興課 部長名

人口1,000人当たり第三次産業事
業所数（事業所・企業統計調査） 33.0か所

２９年度

１．第３次総合計画における施策の体系

（a）－（b）＝一般財源

歳入
（b）

財源の内訳

４．指標及びコストの推移

981,869 938,147

受益者負担額以外
の歳入（補助金等）

受益者負担額

活力と賑わいのある元気なまち

995,028
歳出

（直接事業費）（a）
1,000,280

この施策の目的
活力と賑わいのある元気なまちにするため、本市商工業の振興をはじめ、交通の利便性を生かした産業の振興、賑わいを創
出する施策等によって地域経済の活性化を図るとともに、地元雇用の拡大を図るために就労支援と情報の提供を行う。

関係課

1,000,280

32.7か所 33.0か所

22,500

26,449

4.40

施策指標④
（成果指標）

施策指標⑤
（成果指標）

指
標
の
推
移

コストの推移
（単位：千円）

0 0

トータルコスト
（a）＋（c）



説明２次評価

８．構成事業の方向性　（それぞれの事務事業における今後の最適手段を検証する）

１次評価 説明

３　縮小する２　維持する

説明

総合評価　２次評価

各種の融資制度、補助制度等については抜本的な見直しを行っていく時期にきていると思われる。周辺市町村と比較し
ても大きな魅力となりうる思い切った企業誘致支援、起業支援策等の実施を考えていく。実施に当たっては施策の根拠
となる基礎的データの調査等も必要となってくる。また、これまで以上に橿原商工会議所との連携を深めていくが、事業
内容については相互に是々非々で課題ごとに協力していく。

次年度以降の方向性 １　強化する

説明

３　やや低い

近年の地方創生交付金の創設などを鑑みても国の施策は「雇用の創出」「仕事の確保」という点に重点を置くようになっ
てきている。本市においてもこの流れをつかみ、また、ここ数年の高規格道路網の完成、八木駅前の新分庁舎とホテル
の複合施設の完成という大きな転換点を迎え、商工業の振興を図っていく上での市全体での最適策を再検証しなけれ
ばならない時期に来ていると思われる。

総合評価　１次評価

１　強化する ２　維持する ３　縮小する次年度以降の方向性 1

街の活力や賑わいを取り戻すことによって、地域経済の活性化とともに産業の活性化に繋げるための貢献度は高い。

６．施策の課題

この施策の課題

この数年で本市を中心に奈良県中部の大規模幹線道の整備がほぼ完成し、本市はその中心に位置することから、大型商業
店舗や郊外型専門店などの出店が続き、県内でも屈指の商業エリアとなっている。この状況はしばらく継続すると思われるが、
郊外型店舗の雇用はパートタイム労働が多く、市全体の所得水準のかさ上げにはなかなか繋がりにくい。一方で大規模店舗
の進出と逆比例の形で八木駅を除く市内各駅前を中心とした小売店舗が減少する傾向にあり、地域に根ざした商業活動を支
援し、活性化を図る必要がある。

成果向上の
可能性はどうか

説明

1 １　高い ２　やや高い

１　十分ある

４　低い

1

３　やや低い

４　ない２　ある程度ある

市政全般に対する
貢献度はどうか

２　やや高い1 ４　低い

５．施策の評価

７．次年度以降の施策の方向性

説明

有効性の評価

この施策の
成果の達成度はどうか

中小企業者や小規模事業者への経営支援や地域経済の活性化を行う各種施策を講ずることで、街の活力や賑わいを
取り戻すとともに、街全体に広がる効果が期待できる。

３　あまりない

１　高い



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

※下記評価の解説
・貢献度－事務事業評価の結果をもとに、この施策での貢献度（重要度）を絶対評価で示しています。
　　（a：不可欠かつ施策の中核をなす事業、b：不可欠な事業、c：不可欠ではないが実施が望ましい事業、d：あまり有効ではない事業）
・方向性－事務事業評価の結果をもとに、この施策からみた各事務事業の今後の方向性を絶対評価で示しています。
　　（拡大する、見直しながら続ける、縮小する、廃止又は休止する、完了する）
・優先度（ソフト事業（任意）のみ）－施策内での事務事業の優先度を相対評価で示しています。
　　（優先度が高い順に　　Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

優先度
(ソフト任意)

b
見直しな
がら続け

る

９．施策を構成するそれぞれの事務事業の評価

産業振興課

施策評価

方向性

見直しな
がら続け

る
B

C

b
見直しな
がら続け

る

8

産業振興課 ①橿原と宮崎の物産展（宮崎山形屋）
②かしはらビジネス商談会
③プレミアム商品券発行事業
④ものづくり企業育成事業
⑤ビジネスプランコンテスト
⑥産学観連携事業
⑦ふるさと納税

2

地場産業の開発とPR
活動並びに地域振興推

進事業 40,617

ソフト（任意） （千円）

現状のまま継続

b
見直しな
がら続け

る
B

6

産業振興課
　①商店街相談事業：商店街からの各種要望等に対する各
   課との連絡調整及び公的補助金交付に伴う、商店街に
   関する円滑な運営を支援する。
　②イルミネーションＩＮかしはら
　③ｋａｓｈｉｈａｒａイチオシウォーク

2 現状のまま継続

7

産業振興課
①市内全域の空き店舗に対し、橿原商工会議所が事業主体となって、空き店
舗対策委員会を設置して、出店者を募集し、設備補助や一定期間の家賃補
助を行う。
②創業塾において、創業に向けての「経営・財務・販路開拓・人材育成」など
のセミナーを実施し新規創業者を支援する。

2

創業者支援事業
6,624

ソフト（任意） （千円）

現状のまま継続

b

b

見直しな
がら続け

る

現状のまま継続

商工業団体活動の推
進事業

商店街活動推進事業
10,200

ソフト（任意） （千円）

貢献
度

17,877

ソフト（任意） （千円）

5

産業振興課
①大規模小売店舗事業として、市の立場で関係各課に意見
   聴取を行い、奈良県に具申する。
②橿原商工会議所に対して、商工業者の振興発展のために
   、各種催しや知識向上（商工業団体研修・外国人研修生
   支援等）を遂行するための運営等補助事業。
③企業内人権教育：企業・事業所内で、研修会を通じて、人
   権教育推進の取り組みを行う事業。
④負担金事業：奈良県工芸協会・奈良県産業共励会

C

D

D

A

2

a
見直しな
がら続け

る
B

拡大する

a 拡大する

b
見直しな
がら続け

る

（千円）

4

産業振興課 ①求人情報や雇用・就労に関する各種情報を広報・ちらし・インターネット等で
事業者や市民へ情報提供する。
②「橿原市ふるさとハローワーク」による市民への就労支援及びセミナーなど
の連携事業の開催。
③企業・事業者を対象とした「働きやすい職場づくり」「法令順守」などへの各
種啓発
④「若者自立のための相談会」の実施（週１回）
⑤しごと応援フェアの実施
⑥合同企業説明会の実施
⑦橿原市労働者福祉協議会、大和高田雇用対策協議会へ助成金交付

2

就労支援事業
2,012

ソフト（任意） （千円）

現状のまま継続

2

産業振興課
【奨励金の種類】
・事業所等設置奨励金　　　・雇用促進奨励金
【対象事業所】
・製造業　　　・宿泊業（旅館・ホテル）
【対象施設】
・新設　　　　・増設　　　　・移転
【主な事務の流れ】
事業計画書の受理→操業開始届の受理→奨励金交付申請の受付→請求書
受付→奨励金交付

1

企業立地促進事業
38,366

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記）

課名、事務事業名
及び事業種別

事業の方向性及び
Ｈ２９決算額

事業の内容NO.

2 現状のまま継続

・消費者が、安心で安全に買い物をしていただくために、計量器使用店舗に対
しての検査を、県が実施主体となって、市内指定場所の確保・広報紙掲載等
を行う。
・経営に対する悩みを持っている商店主に対して、国・県等の公的機関を斡旋
し、専門的な指導や助言を受けていただく。

2 現状のまま継続

既存商店経営改善推
進事業 0

ソフト（任意） （千円）

20,772

（千円）

①シルバー人材センター事業の適正な運営を図るため、「高年齢者等の雇用
の安定等に関する法律」に基づき都道府県から指定を受けたシルバー人材セ
ンターの運営に必要な経費について、補助するもの。
②全国シルバー人材センター及び県シルバー人材センターに対する負担金を
納入する。

シルバー人材センター
援助事業

ソフト（任意）

3

産業振興課

ソフト（任意）

1

戦
略

大
綱

　

○

　

○

　

○

○

○

　

　

　

　

　

　

　

　



（ ）

NO.
課名、事務事業名

及び事業種別
事業の内容

優先度
(ソフト任意)

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記） 施策評価

（千円）

現状のまま継続

a
見直しな
がら続け

る
A9

産業振興課
   ・橿原市特別小口融資制度、橿原市緊急融資制度、橿原市創業支援融資
制度に基づき、市が指定する金融機関と預託契約を締結。
   ・奈良県信用保証協会と損失補償契約を締結。
   ・市融資制度を広く周知するために、市広報紙・市ホームページ等に掲載。
   ・橿原市特別小口融資・橿原市緊急融資・橿原市創業支援融資の申請受
付
   ・セーフティネットの認定

2

融資制度の活用指導に
よる企業経営の合理

化・近代化事業 845,401

ソフト（任意）

事業の方向性及び
Ｈ２９決算額

貢献
度

方向性

戦
略

大
綱

○ 　



（ ）

1

2

1 2 3 4

総合戦略の
位置付け

88

480

決算

19,238

480

27,685

28,165

480

決算

20,292

19,718

当初予算

20,772 20,772

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

（作成⽇：平成30年　6⽉　  6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

商⼯業の活性化

6

3

担当課名 産業振興課

事業ソフト（任意）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

シルバー⼈材センター援助事業

⾨⻑　克浩課⻑名

総合計画の
位置付け

魅⼒創造部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 シルバー⼈材センター援助事業費

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

⾒込み

成果指標 90

事業の開始年度 平成 9 年度 事業の終了予定年度 平成

シルバー⼈材センター事業が停滞し、⾼年齢者の就業の機会と⽣きがいが損なわれる。

1

年度

対象 シルバー⼈材センターの登録会員

事業の
内容説明

①シルバー⼈材センター事業の適正な運営を図るため、「⾼年
齢者等の雇⽤の安定等に関する法律」に基づき都道府県から
指定を受けたシルバー⼈材センターの運営に必要な経費につい
て、補助するもの。
②全国シルバー⼈材センター及び県シルバー⼈材センターに対
する負担⾦を納⼊する。

事業の
⽬的

超⾼齢化社会が進⾏する中、65歳継続雇⽤制や年⾦⽀
給年齢の引き上げ等、⾼齢者を取り巻く環境が⼤きく変化
している。⾼齢者の希望に応じた就業の機会を提供し、もっ
て福祉の増進に資することを⽬的とする。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明
シルバー⼈材センター事業は、国の定める「⾼年齢者就業機会確保事業費等補助⾦（シルバー⼈材センター事
業）交付要綱」により、国と地⽅公共団体とが応分（基準では、双⽅が補助率１／２ルール）の負担をすることが
想定されている。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

28,165 20,772

当初予算

480

90就業率（％）

計画実績

87

実績

90

20,292

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源 20,772 19,718

シルバー⼈材センター補助⾦交付額（千円）

全国・県シルバー⼈材センター負担⾦⽀出額（千円

⾒込み

0.25 0.25

⼈件費　（c） 1,427 1,453 1,453

トータルコスト　（a）＋（c） 29,592 22,199 22,225 21,171

正職員
従事者数　（単位：⼈）

1,427

0.25 0.25

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 19,238

 活動指標② 480

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 成果指標である就業率に若⼲の停滞があるものの、成果は向上している。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

やや低い 低い

⾼年齢者が就業機会を得ることで、⾃らの⽣きがいの充実と社会参加の機会が広がり、⾼年齢者がこれまでやしなっ
てきた知識や技能等の能⼒を活かした、活⼒ある地域社会づくりに寄与している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明
⾼齢者の⽣きがいを与える場として⾮常に重要な機関であり、その意味での効果は⾼いと⾔えるが、将来に向け安定
的な経営を⾏うことでコスト低減に繋がる

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

会員数、受託件数、契約⾦額が順調に推移し、将来的に独⽴採算制へ移⾏することが期待される。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 D

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明
現在のシルバー⼈材センターの経営状況、中⻑期計画等から判断すると、当⾯、事業⽀援を同⽔準で継続する必
要があるが、将来的には独⽴採算が可能となるよう推進していく。ただし、シルバー⼈材センターは⼀般企業とは異な
るため、その特性に配慮して事業を進める必要がある。

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い



（ ）

1

2

1 2 3 4

12,813 28,877 38,366 26,104

38,366 26,10428,87712,813

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算 決算

（作成⽇：平成30年　6⽉　  6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

商⼯業の活性化

6

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

企業⽴地促進事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 7

説明 地域経済の活性化・雇⽤の促進が⼤幅に鈍化する。

 活動指標②

当初予算

2

実績

6

事業計画書の受理件数

7

⾒込み

10

名称及び単位等

⾒込み

成果指標 2

奨励⾦交付件数

③ 新たなしごとづくりを⽀援する

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 3-2-1 地域の特性を活かしたしごとをつくる

1

実績計画

1 2

10

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 商⼯業振興対策費

事業の開始年度 平成 24 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 企業・事業所

事業の
内容説明

【奨励⾦の種類】
・事業所等設置奨励⾦　　　・雇⽤促進奨励⾦
【対象事業所】
・製造業　　　・宿泊業（旅館・ホテル）
【対象施設】
・新設　　　　・増設　　　　・移転
【主な事務の流れ】
事業計画書の受理→操業開始届の受理→奨励⾦交付申請
の受付→請求書受付→奨励⾦交付

事業の
⽬的

本市における企業⽴地と事業規模の拡⼤を促進し、産業
の振興と雇⽤促進を図るために実施する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 京奈和⾃動⾞道・南阪奈道路と接続する⼤和⾼⽥バイパス・中和幹線等、本市における道路網の整備が進み、⼤
阪府・京都府・和歌⼭県へのアクセス利便性が⾼まったことによって、本市への企業進出が期待できるため。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

1,997 2,325 2,325

トータルコスト　（a）＋（c） 14,810 31,160 40,691 28,429

0.35 0.40 0.40 0.40

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
2,283

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
1

2

1

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 企業にとっては有効な補助であることから成果は出ている。

低い

本市内の⼟地活⽤の促進を図ることによって、地域経済の活性化・雇⽤の促進が期待される。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 対象となる事業所等に「事業所等設置奨励⾦」や「雇⽤促進奨励⾦」の交付はしなければならないが、⻑期的にみ
れば事業所等の固定資産税・都市計画税、法⼈市⺠税、個⼈の市⺠税の増収を図ることができる。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

交通網の利便性を更にPRし、より多くの企業が市内に事業所や⼯場等を設⽴することにより、雇⽤の促進や市税の増収が期
待される。平成２４年度に制定された制度を⾒直すことにより、企業誘致の促進が期待でき、企業が増えることにより、企業
間での相乗効果や、地域経済の活性化が推し進められる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 C

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 ・事業所新設に際し、多額の発掘費⽤が必要となるため、埋蔵⽂化財発掘奨励⾦を追加
・雇⽤促進奨励⾦の新規雇⽤従業者数の緩和　・業種の追加検討

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算 決算

（作成⽇：平成30年　6⽉　  6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

商⼯業の活性化

6

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

既存商店経営改善推進事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

説明 正確な計量器の供給と維持によって適正を確保し、法令により知事が検定を⾏うこととされていて、休廃⽌は不可能
である。

 活動指標②

当初予算

実績 ⾒込み

名称及び単位等

⾒込み

成果指標

　 　

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

1

実績計画

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 商⼯業振興対策費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 計量器設置店舗・既存商店主

事業の
内容説明

・消費者が、安⼼で安全に買い物をしていただくために、計量器
使⽤店舗に対しての検査を、県が実施主体となって、市内指定
場所の確保・広報紙掲載等を⾏う。
・経営に対する悩みを持っている商店主に対して、国・県等の公
的機関を斡旋し、専⾨的な指導や助⾔を受けていただく。

事業の
⽬的

・計量法による、計量器使⽤店舗に対して適正な計量を確
保し、消費者の利益を擁護する。
・各商店主については、円滑な事業経営や運営等の問い
合わせに対する助⾔等を⾏う。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 法令で定められている事務事業で、知事による実施が義務化されているため、本市の実施分についての事業である。

やめた
場合の
影響は

2 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

1,427 581

トータルコスト　（a）＋（c） 1,427 581

0.25 0.10

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

2

1

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 計量思想の普及・適正な計量器の使⽤確保を図っている。

低い

計量器の適正⽔準を維持することに貢献している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 経費は関係機関調整等の⼈件費であり削減はできない。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

円滑な事業遂⾏にあたり、関係機関・団体等との連携を密にして、事務の効率化を図る。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 D

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 円滑な事業遂⾏にあたり、関係機関・団体等との連携を密にして、事務の効率化を図る。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

1,953 2,050 2,012 2,101

2,012 2,1012,0501,953

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

150

決算 当初予算

156

決算

（作成⽇：平成30年　6⽉　  6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

商⼯業の活性化

6

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

就労⽀援事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 70

説明 労働条件の改善のため、労使双⽅への情報提供や啓発が必要である。また、⾝近な市での就労⽀援窓⼝が無くな
ると、更に就労困難者が増える恐れがある。

 活動指標②

当初予算

実績

34

市⺠市内就業者数（国勢調査）（⼈）

シゴト応援フェア相談者数（⼈） 150

70

⾒込み

14

79

名称及び単位等

150

⾒込み

成果指標

合同企業説明会参加者数（⼈）

④ 橿原でしごとをしたい⼈を⽀援する

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 3-2-1 地域の特性を活かしたしごとをつくる

1

実績計画

22,500

100

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 労働対策費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 事業者・労働者・市⺠

事業の
内容説明

①求⼈情報や雇⽤・就労に関する各種情報を広報・ちらし・インターネッ
ト等で事業者や市⺠へ情報提供する。
②「橿原市ふるさとハローワーク」による市⺠への就労⽀援及びセミナーな
どの連携事業の開催。
③企業・事業者を対象とした「働きやすい職場づくり」「法令順守」などへ
の各種啓発
④「若者⾃⽴のための相談会」の実施（週１回）
⑤しごと応援フェアの実施
⑥合同企業説明会の実施
⑦橿原市労働者福祉協議会、⼤和⾼⽥雇⽤対策協議会へ助成⾦
交付

事業の
⽬的

「活⼒と賑わいのある元気なまち」を形成するため、労働者
⽀援、就労困難者⽀援等を⾏っていく。⼤学⽣や、若い世
代、⼥性、ＵＩＪターン者等、橿原でしごとをしたい⼈の就
労⽀援を⾏う。　また、働くことで、環境や⼈権など⼈の多様
性に配慮した企業活動や組織活動の重要性を啓発してい
く。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 雇⽤問題の深刻化、労働情勢の厳しさを受け、市として市内企業の活性化と労働者の⽣活安定に向けて取り組む
必要がある。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

5,136 4,941 4,069

トータルコスト　（a）＋（c） 7,089 7,757 6,953 6,170

0.90 1.00 0.85 0.70

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
5,707

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

2

2

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明
労働組合協議会の活動から、労働者の労働条件や福利の向上など、労働者の⽣活の安定に関して、⼀定の成果
を上げているものの、労使問題の多様化には対応できていない現状や、組合員以外の労働者や市⺠への情報提供
や⽀援も必要とされる。

低い

労働条件の向上に向けて社会的に必要性は⾼まっているが、現状の取組みでは、充分対応できていない。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 雇⽤問題の深刻化、労働情勢の厳しさから、市⺠⽣活の向上・安定を確保するための就労⽀援が必要であり、その
ための財政措置が不可⽋である。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

・新たな就業の場を創出し、新たなしごとづくりを⽀援する。ハローワークや関係機関と連携し、合同企業説明会やしごと応援
フェアを開催し、橿原でしごとをしたい⼈を⽀援する。また、橿原市ふるさとハローワークを利⽤していただき市⺠の求職活動の利
便性と就職率の向上を図る。
・労働施策を効果的に推進するために、国や県と連携し、情報提供を⾏い、法令順守を啓発していく。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 C

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 国や県などの就労関係機関と連携し、⾯接やセミナー等を開催し、就労⽀援を⾏っていく。
合同企業説明会やしごと応援フェアの実施。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

16,817 17,877 17,877 18,517

17,877 18,51717,87716,817

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算 決算

（作成⽇：平成30年　6⽉　  6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

商⼯業の活性化

6

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

商⼯業団体活動の推進事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 18,301

説明 橿原商⼯会議所と協働しなければ、地域商⼯業の活性化を図ることが困難となる。

 活動指標②

当初予算

実績

16,561 18,301

⾒込み

17,641

名称及び単位等

⾒込み

成果指標

橿原商⼯会議所補助⾦交付額（千円）

　 　

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

1

実績計画

17,641

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 商⼯総務管理費・商⼯業振興対策費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 ①⼤規模⼩売店舗　②商⼯会議所　③企業・事業所・勤
労者等

事業の
内容説明

①⼤規模⼩売店舗事業として、市の⽴場で関係各課に意⾒
   聴取を⾏い、奈良県に具申する。
②橿原商⼯会議所に対して、商⼯業者の振興発展のために
   、各種催しや知識向上（商⼯業団体研修・外国⼈研修⽣
   ⽀援等）を遂⾏するための運営等補助事業。
③企業内⼈権教育：企業・事業所内で、研修会を通じて、⼈
   権教育推進の取り組みを⾏う事業。
④負担⾦事業：奈良県⼯芸協会・奈良県産業共励会

事業の
⽬的

①⼤規模⼩売店舗出店に際しての調整
②市内商⼯業への⽀援施策の展開と地場産業の活性化
等、本市の特性・実情に応じた事業の実施
③企業・事業所における⼈権意識向上と雇⽤の安定等を
図る

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 橿原商⼯会議所の事業については、⾏政サービスの補完的役割を果たしており、常に連絡調整が必要である。

やめた
場合の
影響は

2 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

3,710 2,035 2,035

トータルコスト　（a）＋（c） 20,527 21,301 19,912 20,552

0.65 0.60 0.35 0.35

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
3,424

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

2

2

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 橿原商⼯会議所による、商⼯業者のサービスや地域活性化事業の充実が定着している。

低い

橿原商⼯会議所による、商⼯業者のサービスや地域活性化事業の充実が定着している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 橿原商⼯会議所の運営等補助事業が必要であると考える。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

橿原商⼯会議所等、各種団体との連携を円滑に⾏う。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 D

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 橿原商⼯会議所等、各種団体との連携を円滑に⾏う。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

13,173 10,200 10,200 10,700

10,200 10,70010,20013,173

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算 決算

（作成⽇：平成30年　6⽉　  6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

商⼯業の活性化

6

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

商店街活動推進事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 90

説明 賑わいのある商店街を⽬指し、市⾏政としても地域経済活性化の取り組みは推進すべきである。

 活動指標②

当初予算

実績

87 90

⾒込み

68

名称及び単位等

⾒込み

成果指標

イチオシウォーク参加事業所数（単位：数）

① 観光交流産業を振興する

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 3-2-1 地域の特性を活かしたしごとをつくる

1

実績計画

90

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 商⼯業振興対策費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 商店街・消費者・通⾏者

事業の
内容説明

　①商店街相談事業：商店街からの各種要望等に対する各
   課との連絡調整及び公的補助⾦交付に伴う、商店街に
   関する円滑な運営を⽀援する。
　②イルミネーションＩＮかしはら
　③ｋａｓｈｉｈａｒａイチオシウォーク

事業の
⽬的

・商店街に賑わいを取り戻し、近隣の消費者の利便性を向
上させる。
・市内商店街の円滑な運営、商店街に付随する構築物等
の整備による安⼼・安全な買い物の推進。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 商店街を取り巻く環境は、依然として厳しい状況であることから、市⾏政としても地域経済活性化への⼀助とし、継続
して事業を推進すべきである。

やめた
場合の
影響は

2 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

2,568 2,616 2,907

トータルコスト　（a）＋（c） 15,741 12,768 12,816 13,607

0.45 0.45 0.45 0.50

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

事務事業内容の移動をしたため指標を変更する。

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
2,568

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

2

2

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 市内の事業所の魅⼒を伝えることで、中⼼市街地とその周辺のにぎわいの創出を⽣み出す。

低い

事業所の集客⽀援を通して、地域経済の活性化を促進している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 事業の運営⽅法を⼯夫は必要であるが、賑わい創出のためコスト的には増加する傾向にある。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

中⼼市街地とその周辺の賑わいを創出することにより、事業所の集客も⾒込め、地域経済の活性化を促進できる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 C

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 事業の運営⽅法を⾒直し、経済の活性化を促進する。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

13,173 15,283 6,624 12,442

6,624 12,44215,28313,173

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

50

決算 当初予算

35

決算

（作成⽇：平成30年　6⽉　  6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

商⼯業の活性化

6

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

創業者⽀援事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 10

説明 市内全域の空き店舗が活⽤されにくくなり、創業者への⽀援への⼀助とならない。

 活動指標②

当初予算

40

実績

12

空き店舗継続件数（単位：件）

創業塾受講者数（単位：⼈） 100

10

⾒込み

8

17

94

名称及び単位等

100

⾒込み

成果指標 40

新規空き店舗⼊居件数（単位：件）

① 観光交流産業を振興する

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 3-2-1 地域の特性を活かしたしごとをつくる

1

実績計画

10 40

10

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 商⼯業振興対策費

事業の開始年度 平成 13 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 空き店舗出店者・創業者

事業の
内容説明

①市内全域の空き店舗に対し、橿原商⼯会議所が事業主体と
なって、空き店舗対策委員会を設置して、出店者を募集し、設
備補助や⼀定期間の家賃補助を⾏う。
②創業塾において、創業に向けての「経営・財務・販路開拓・⼈
材育成」などのセミナーを実施し新規創業者を⽀援する。

事業の
⽬的

中⼼市街地の空洞化や市内事業所の開廃業率を改善
し、市内全域を対象地域として出店を希望する事業者を⽀
援し、地域経済の活性化に資することを⽬的とする。
産業競争⼒強化法に伴う橿原市認定創業⽀援事業計画
にある創業塾事業であり、「⾃ら経営管理できるまでの経営
⼒を養成すること」を⽬的としている。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 市⾏政としても経済活性化への⼀助とするため、継続して事業を推進すべきである。市⾏政が創業者へのサポート、
また家賃等に対して⼀部を補助することで、事業主の負担が軽くなり、市内商⼯業の活性化につながる。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

2,568 3,488 2,907

トータルコスト　（a）＋（c） 15,741 17,851 10,112 15,349

0.45 0.45 0.60 0.50

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
2,568

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

2

1

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 事業の対象となる空き店舗の物件を市内全域に拡⼤したことにより、ある程度の成果は出ている。

低い

市税の確保につながるだけでなく、新規事業主が出店されることで、市が賑わい、地域経済が活性化できる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 事業の対象となる空き店舗の物件を市内全域に拡⼤し成果は出ている。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

橿原商⼯会議所と事業内容等について協議を進めることによって、本市の空き店舗の活⽤を図る。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 C

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明
空き店舗対策事業（家賃補助１年間　＋　改装改築費・広告宣伝費）
創業者出店⽀援事業（家賃補助２年間）
創業塾セミナーや個別相談

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

総合戦略の
位置付け

5,000

決算

170

50,139

8,813

決算

142

44,552

当初予算

39,649 40,617

基本⽬標 3-2-1 地域の特性を活かしたしごとをつくる

基本的⽅向 ① 観光交流産業を振興する

（作成⽇：平成30年　6⽉　  6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

商⼯業の活性化

6

3

担当課名 産業振興課

事業ソフト（任意）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

地場産業の開発とPR活動並びに地域振興推進事業

⾨⻑　克浩課⻑名

総合計画の
位置付け

魅⼒創造部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 商⼯総務管理費・商⼯業振興対策費

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

⾒込み

成果指標 70

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

・地場産業・地域振興の衰退と活⼒・賑わいがなくなり、市の活性化ができなくなる。
・姉妹都市交流の絆が希薄になる恐れがある。

1

年度

対象
物産展出展者、市内外の来場者
市内外連携事業所
ふるさと納税参加事業所

事業の
内容説明

①橿原と宮崎の物産展（宮崎⼭形屋）
②かしはらビジネス商談会
③プレミアム商品券発⾏事業
④ものづくり企業育成事業
⑤ビジネスプランコンテスト
⑥産学観連携事業
⑦ふるさと納税

事業の
⽬的

本市の特産品や観光の情報発信によって、商品の販路を
拡⼤し、あわせて事業所の売り上げ増収を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 ・市内特産品等の情報発信と関係機関との円滑な事業展開ができる。
・姉妹都市交流事業の⼀環として、商⼯業の発展⾯で、交流を図るために実施。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

50,139 39,649

当初予算

13,000

70ふるさと納税参加事業所数（単位：件）

計画実績

53

実績

50

150

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源 40,617 44,552

返礼品数（単位：数）

寄附⾦額（単位：円）

⾒込み

0.95 1.00

⼈件費　（c） 4,566 5,522 5,813

トータルコスト　（a）＋（c） 52,993 44,215 46,139 50,365

正職員
従事者数　（単位：⼈）

2,854

0.50 0.80

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 170

 活動指標② 15,000

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 ・情報発信によって、地場産業・地域振興の発展を促進し、市内外からの観光客の誘客にもつながっている。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

やや低い 低い

・市の特産品の開発と観光⾯等に情報発信ができている。
・姉妹都市交流事業としての貢献度は⾼い。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 事業の運営⽅法等の⼯夫は凝らしている⼀⽅、誘客を拡⼤させる費⽤を捻出する必要がある。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

事業⾯における運営⽅法を⼯夫することによって、更なる誘客や地域振興の発展を図ることができる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 B

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 事業の運営⽅法を⼯夫し、参加事業所を増やすことにより更なる事業所の売上げ増を⽬指すことにより経済の活性
化を促す。

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い



（ ）

1

2

1 2 3 4

864,047 860,320 845,401 804,013

845,401 804,013860,320864,047

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算 決算

（作成⽇：平成30年　6⽉　  6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

商⼯業の活性化

6

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

融資制度の活⽤指導による企業経営の合理化・近代化事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 2,100,000

説明 ⾦融機関から資⾦を借り⼊れできない事業者が、倒産に陥る可能性がある。

 活動指標②

当初予算

400

実績

619,510

緊急・特別⼩⼝・創業⽀援実⾏件数（件）

2,100,000

⾒込み

630,550

185

名称及び単位等

⾒込み

成果指標 400

緊急・特別⼩⼝・創業⽀援融資実⾏額（千円単位）

③ 新たなしごとづくりを⽀援する

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 3-2-1 地域の特性を活かしたしごとをつくる

1

実績計画

186 400

2,100,000

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 商⼯業振興対策費

事業の開始年度 平成 6 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 融資を希望する事業主

事業の
内容説明

   ・橿原市特別⼩⼝融資制度、橿原市緊急融資制度、橿原市創業
⽀援融資制度に基づき、市が指定する⾦融機関と預託契約を締結。
   ・奈良県信⽤保証協会と損失補償契約を締結。
   ・市融資制度を広く周知するために、市広報紙・市ホームページ等に
掲載。
   ・橿原市特別⼩⼝融資・橿原市緊急融資・橿原市創業⽀援融資
の申請受付
   ・セーフティネットの認定

事業の
⽬的

市内中⼩企業経営の安定・設備の近代化等を促進するた
めの事業資⾦について、融資の斡旋を⾏うことによって、本
市中⼩企業の振興発展を図ることを⽬的とする。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 地⽅⾃治体が運営することによって、奈良県信⽤保証協会の補償があり、低利での融資が可能である。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

3,424 3,488 4,360

トータルコスト　（a）＋（c） 867,471 864,315 848,889 808,373

0.60 0.70 0.60 0.75

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
3,995

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

2

1

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 事業者の経営状況が改善されることによって、市内商⼯業が活性化する。

低い

事業者の経営状況が改善されることによって、市内商⼯業が活性化する。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 中⼩企業の健全な運営に対しての融資制度は、損失補償⾦・債務保証料等については、本市が負担を⾏うもので
ある。負担額低減と融資枠の縮⼩については、近年の経済情勢からみても困難である。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

中⼩企業の健全な運営に対しての融資制度は、損失補償⾦・債務保証料等については、本市が負担を⾏うものである。負
担額低減と融資枠の縮⼩については、近年の経済情勢からみても困難な状況である。が、今後も利⽤者ニーズや経済状況の
動向を把握しながら、本市中⼩企業の振興発展を図る。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 A

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明
中⼩企業の健全な運営のために、事業者が有利な貸付条件で融資が受けられるように、「預託⾦（市が⾦融機関
に貸付⾦を預けることによって融資利率を下げる）」「損失補償⾦」「債務保証料」から成る融資制度であり、地域経
済活性化と安定化を図るために、公的融資施策として今後も制度融資が必要である。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い


